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第１ 事業の概要 

 

１ 酪農等をめぐる情勢 

（１）経済の情勢 

世界経済は、新型コロナウイルス感染症の世界的流行により、令和２年にマイナ

ス成長を記録した後、令和３年は緩やかに回復してきたものの、ロシアによるウク

ライナ侵攻により、景気回復ペースが大きく後退する懸念が生じている。 

わが国経済においても、新型コロナウイルス感染症による厳しい規制などの緩和

により、一部に持ち直しの動きがみられるものの、世界的な物流網の混乱に加え、

エネルギーや食料の価格上昇、急激な為替変動など、先行きは依然不透明な状況が

続いている。 

 

（２）主要国及び国際市場の情勢 

EU、米国、オセアニアなどの主要国においては、労働力不足、穀物、肥料、燃料

の価格高騰を背景に、生乳生産量の減少に見舞われている。一方、乳製品国際市況

は、新型コロナウイルスの世界的な感染拡大を背景に一旦は下落に転じたものの、

先進国を中心に経済活動の再開が進んだことに加え、中国を含む東南アジアを中心

に需要が引き続き堅調なことから、高い水準で推移している。 

 

（３）酪農の情勢 

昨夏は一時的に猛暑の影響を受けたものの、乳用牛が比較的過ごしやすい気温だ

ったことに加え、全国各地でこれまでに取り組まれてきた生産基盤維持・強化対策

の成果等により、令和３年度の生乳生産量は北海道、都府県ともに前年を上回った。

しかしながら、配合飼料価格、粗飼料価格の高騰に加え、世界的な物流網の混乱も

あり、満度に粗飼料等が国内に入ってこない状況にあるとともに、燃料・資材価格

等も高騰し、酪農経営を圧迫している。 

また、高齢化や後継者不足を背景とした小規模・家族経営を中心に離農が続いて

いることから、後継者及び第三者継承を含む新規就農支援など担い手確保支援が求

められている。 

 

（４）生乳需給の情勢 

コロナ禍での緊急事態宣言等の断続的な実施に伴う外食や観光業等への影響を

背景に、業務用需要の回復が遅れていることから、飲用牛乳等向け処理量は低調に

推移し、乳製品在庫は引き続き積み増す傾向にある。こうした状況のなか、処理不

可能乳の発生も懸念されたが、年末年始及び年度末の不需要期において、生産者団

体をはじめとする酪農乳業関係者による消費拡大運動への取組み、指定団体や全国

連等の連携等により、指定団体受託生乳の完全販売が実現された。 



- 2 - 

 

（５）農政の情勢 

農林水産省は、持続可能な食料システム構築への世界的な関心の高まりを背景に、

令和３年５月に「みどりの食料システム戦略」を策定した。また。酪農畜産分野に

関して、６月に「持続的な畜産物生産の在り方検討会の中間とりまとめ」を公表す

るとともに、１月に「アニマルウェルフェアに関する意見交換会」を開催し、乳用

牛など畜種ごとの新たな指針となる、アニマルウェルフェアの考え方に対応した飼

養管理指針を、今後取り纏める考えを示した。 

 

（６）国際交渉の情勢 

平成３０年に発効したＴＰＰ１１は、令和３年に英国との加盟交渉を開始したほ

か、中国、台湾及びエクアドルが相次ぎ加盟申請するなど、枠組みの拡大に向けて

動き出している。また、令和４年１月のＲＣＥＰの発効など、大型の経済連携協定

の締結・発効が続いており、政府主導による各国との経済連携の動きは今後も継続

されて行くと見込まれるなか、今後の乳製品輸入動向への注視がより重要性を増し

ている。 

 

 

２ 円滑な事業の推進と機能発揮のための対応 

（１）事業実施に当たっての重点事項 

酪農家が「誇り」、「やりがい」、「夢」を持てる酪農産業を確立して行けるよう、

①生乳需給安定化・生産基盤強化事業、②指定団体の組織機能強化・流通対策、③

酪農理解醸成の活動を重点事項として事業を実施した。 

 

（２）効率的な事業運営と財務改善 

現行の正職員体制を基本に、公募事業を活用し効率的な事業運営に努めた。 

組織運営は、現行会費及び賦課金を基本に、引き続き経費の縮減徹底による効率

化と補助事業等への管理費配賦により、収支均衡と財務体質の健全化を図った。 

理解醸成等の活動については、補助事業の活用、他団体等との連携と事業精査等

を含め、効率的な事業実施に努め、節減となった賦課金は返還を行う。 

なお、コロナ禍の社会環境となったことから、多数の者が参集する会議・研修会

等については、WEB システムを活用したテレビ会議にて開催した。 

 

 

 

 

 

 

 



- 3 - 

 

第２ 事業の概況 

 

１ 国内生乳需給安定化・生産基盤強化対策事業 

（１）生乳需給安定化・酪農生産基盤強化対策 

① 酪農基本対策・国際交渉等への対応 

平成３０年度のＴＰＰ１１、日ＥＵ・ＥＰＡの発効、令和２年の日米貿易協

定の発効に続き、令和４年１月にＲＣＥＰ（地域的な包括的経済連携協定）が

発効する等、中長期的には、国内の生乳生産や牛乳乳製品の需給調整に影響を

及ぼすことが懸念されることから、本会議ではＪＡ全中等の生産者団体と連携

した取り組みを行うとともに、情報収集や指定団体等への情報提供等を行っ

た。 

 

② 生乳需給安定化対策の実施 

ア 令和３年度の生乳需給安定化対策の推進 

生乳需給安定化対策は、平成２４年度以降、「中期計画生産」へ転換し、第

４期の１年目となる令和３年度においても、３年間は増産・維持を基本的な考

え方とする中期生乳需給安定化対策を策定した。 

令和３年度の出荷目標数量は、引き続き各指定団体が補給金制度に基づき取

りまとめた年間販売計画の数量を基本とし、補給金制度との一体的な運用を行

った。 

 

（ア）出荷目標数量の設定 

生乳需給安定化対策の推進にあたっては、指定団体が補給金制度に基づき農

水省に提出した年間販売計画の数量を基本に、当該指定団体の令和３年度出荷

目標数量を設定し、その総量を全国の令和３年度出荷目標数量とした。 

令和３年度の出荷目標数量は、北海道４，１７８千トン（前年度実績比１０

４．３％）、都府県３，０６７千トン（同１００．２％）、全国７，２４５千ト

ン（同１０２．５％）となった。 

 

（イ）出荷目標数量に対する実績等 

令和３年度の受託乳量実績は、全国で前年度実績比１０２．４％の７，２３

５千トンとなり、出荷目標数量を１０千トン下回った。地域別には、北海道４，

１３６千トン（前年度実績比１０３．２％）、都府県３，０９９千トン（前年

度実績比１０１．２％）であった。 

 

（ウ）需給状況の把握・情報の提供及び必要な対応協議の実施 

生乳需給安定化対策が円滑に推進されるよう、月別用途別販売実績、指定団
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体別旬別受託乳量、需給を巡る情勢などの需給関連データを集約して定期的に

提供し、指定団体の円滑な生乳受託販売に資したほか、適宜、指定団体・全国

連実務責任者会議等において、需給上の課題整理や情報の共有化等を行った。 

  不需要期のうち特に年末年始や年度末の余乳処理がピークとなる時期に、処

理不可能乳発生の懸念があるなか、指定団体・全国連及び関係団体等の間の緊

急連絡体制を共有して連携を強化し、生乳の円滑な広域需給調整と万が一の対

応に備えるよう努めた。 

 

（エ）新型コロナウイルス感染拡大への対応 

   新型コロナウイルス感染拡大に伴う需要の縮小などに伴い、生乳需給は緩和

し、政府の緊急事態宣言発令等の制限的な措置に伴う消費動向の変化など、需

給環境の先行きが不透明な状況が継続した。 

本会議では、令和３年度に引き続き、需給リスクの特定地域への偏在化へ

対応するための加工リスク平準化緊急対策事業を実施し、７，５６３トンの

平準化対象数量に対し１億８千万円、また掛かり増し運賃助成として２４０

万円、計１億８千３百万円の助成金を支払った。 

また、脱脂粉乳を中心とした乳製品在庫量が増加傾向で推移するなか、農

水省の指導の下、酪農乳業界での意見交換会を開催し、課題共有及び需給調

整のあり方についての意見交換を行った。この結果、現在の乳製品（脱脂粉

乳）在庫を放置した場合、今後の生産基盤強化の阻害要因になる可能性が大

きいことから、一層の在庫削減対策の実施が必要であることとし、農水省へ

の要請等を行った。この結果、令和４年度に新規事業として、国・生・処によ

る脱脂粉乳在庫削減対策が実施されることとなった。 

 

（オ）年末年始・年度末の需給緩和への対応 

コロナ禍による需要減退により生乳需給が緩和し、不需要期、特に年末年

始や年度末の学乳が休止する期間においては処理不可能乳の発生も懸念され

る状況にあった。 

本会議では、生乳の完全処理を後押しするため、第３７８回理事会（１１月

２２日開催）において脱粉・バター等向け生乳の仕向け抑制や理解醸成等も

含めた不需要期対応を決定した。このうち、円滑に不需要期の乳製品を処理

する為の取組として新規に決定した不需要期乳製品保管支援緊急対策事業に

ついては、全国連が保管する脱脂粉乳３５９トンに対し、１２１万円を助成

した。 

 

ウ 令和４年度の生乳需給安定化対策の検討 

飼料価格をはじめ、生産資材価格の高騰等が酪農経営を圧迫するなか、令和

４年度の生乳需給は、コロナ禍において、引き続き緩和し、新規に国・生・処
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による脱脂粉乳在庫量の削減対策を実施しても、期末乳製品在庫量の増加等が

予測され、需給改善の取組が急務の課題であった。このため、第３７９回理事

会（３月２日開催）においては、３年間（令和３～５年度）は前年実績以上を

目標数量として設定することを基本的な考え方とする中期生乳需給安定化対

策の継続を決定したが、併せて①コロナ禍での需要の低迷、想定を超える水準

での生産拡大の状況等を踏まえた適切な水準の販売計画の作成②生産者団体

が自主的に実施する生産刺激策の休止等を決定した。 

  

③ 生産基盤強化対策の実施 

畜産・酪農収益力強化総合対策基金等事業（酪農経営改善対策）、畜産・酪農

収益力強化整備等特別対策事業（生産基盤拡大加速化事業（乳用牛））及び酪農

経営支援総合対策事業（中小酪農経営等生産基盤維持・強化対策事業、）の実施

主体として応募し、それぞれ、公益社団法人中央畜産会（以下、「中畜」とい

う）及び独立行政法人農畜産業振興機構（以下、「機構」という）より採択を受

け、性判別精液や需要期に向けた暑熱対策などの取り組みを支援した。 

 

（２）生乳の総合的な品質・流通管理及び受託販売機能強化支援対策 

① 生乳取引交渉等支援 

指定団体の生乳取引交渉を側面から支援するため、酪農経営及び牛乳乳製品

市場等に関する情報の収集・分析・提供並びに理解醸成活動を行った。 

 

② 生乳受託販売体制構築支援 

指定団体を含む畜安法に基づく生乳流通制度については、規制改革推進会議に

よる検証が行われ、今後の対応を含む「規制改革実施計画」が、６月に閣議決定

された。その後、農林水産省では、取引先乳業者や酪農家への独占禁止法遵守の

実態を把握するための「生乳取引実態の全国調査」の実施や生乳取引ガイドライ

ンの作成、ルール違反事例集の見直しなどが行われた。本会議においては、適宜、

指定団体に対する情報提供等を行ったほか、畜安法の下での契約上の課題等につ

いて、専門家への相談を行うなど、適切な制度運用に努めた。 

また、令和３年２月に一部改正された生乳流通の合理化に係る農林水産省の生

産局長通知に基づき、「中長期的視点に立った今後の指定生乳生産者団体の方向

性」を策定し、指定団体が作成した業務推進計画について農林水産省に報告した。 

さらに、指定団体制度等生乳流通に係る制度や仕組みに関する基礎的な知識を

習得し、指定団体等職員の実務能力向上を図るための研修会を、１０月から２月

にかけてＷＥＢ会議形式で開催した。 

なお、令和５年１０月からの消費税の仕入税額控除に係るインボイス制度開

始に対応するため、担当者会議を開催し、インボイス制度への対応状況等の確

認を行った。また、本会が管理・運用し、広域指定団体が利用する乳代請求シ
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ステムにおいて、令和４年６月以降にインターネットエクスプローラーが利用

できなくなることから、必要なシステム改修を行った。 

 

③ 指定団体の品質管理体制支援 

生乳生産及び流通段階での品質管理体制を強化することで、国産生乳の安全・

安心の確保を図り、安定的な生乳取引を実現するため、以下の取り組みを実施し

た。 

 

ア 生乳生産現場における記帳・記録・保管の徹底及び業界関係者による支援を

通じて生乳への農薬等の残留事故等の発生防止が図られるよう、「生乳の安全・

安心の確保のための全国協議会」で決定した取組方針に基づき、指定団体担当

者会議等で協議等を行い、以下の取り組みを実施した。 

 

（ア）令和２年度に引き続き、重点記帳項目として、①動物用医薬品の投与記録、

②ミルカー・バルククーラーの洗浄確認記録、③農薬使用記録、また、重点

指導項目として、①動物用医薬品の休薬期間の遵守及び確認検査の実施、②

洗浄剤及び殺菌・消毒剤の適正使用の遵守を設定した。 

 

（イ）全国統一的な取り組みを推進するための要領を策定するとともに、酪農家

等に対する啓発・指導として、巡回・指導のための「指導者検証用マニュア

ル」を作成・提供した。 

 

（ウ）新型コロナウイルス感染症の感染対策（現場での手指消毒、事前のワクチ

ン接種等）に努めた上で、原則として、農協、行政、乳業者等で構成する検

証チーム（必要に応じて担当者１名）により巡回指導を実施。指定団体を通

じて、記帳状況を集約するとともに、重点記帳項目の各項目について、「未

記入」・「一部記入」の生産者の「記帳しない理由」等の情報を共有し、再巡

回による指導強化等により状況の改善に努めた。その結果、重点記帳項目の

各項目に係る「未記入」の生産者は、令和２年度に続き全地域でゼロとなり、

「一部記入」の生産者は減少傾向にある。また、記帳推進のため、巡回指導

時に改善が見られない生産者に対し、記入漏れの設問、要因等のヒアリング

を行い、地域段階における今後の対応等を整理した。 

 

（エ）他畜種での伝染性疾病の発生及びまん延や改正飼養衛生管理基準等を踏ま

え、生産現場での防疫対策の徹底等に関する啓発資料を担当者会議で協議の

うえ作成し、指定団体へデータ提供を行った。 

 

（オ）農林水産省が持続可能な食料システム構築に向けて策定した「みどりの食
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料システム戦略」及び「持続的な畜産物生産の在り方検討会の中間とりまと

め」を踏まえ、酪農分野における持続可能性に対応した取組みに関する知識

向上を図るため、生産者団体職員を対象として、７月に研修会を開催した。 

 

（カ）各地域での記帳・記録・保管の取組を支援するため、「令和４年度版生乳

生産管理チェックシート」を作成・希望団体等に配布した。 

 

イ 酪農・乳業関係者による安全・安心の確保に係る、一層の情報共有化等の連

携を図るため、Ｊミルク設置の「安全性確保・品質向上委員会」で、意見・情

報交換を行った。 

また、Ｊミルクで実施している農薬等に係る定期的検査（令和３年度の検査

対象は、動物用医薬品・殺菌消毒剤）及びアフラトキシンＭ１検査の実施に協

力した。 

さらに、令和４年度以降の定期的検査の管理対象物質の設定にあたって、生

産現場で使用頻度の高い農薬等を把握するため、農薬等（農薬・動物用医薬品、

牛舎消毒薬・洗剤・殺菌剤等）の使用実態調査（調査対象期間：令和２年度）

を実施した。 

 

ウ 食品衛生規制の見直し等に対応しつつ、流通段階での品質管理体制向上等の

取り組みに係る支援を行うに当たり、ＣＳにおけるＨＡＣＣＰの考え方を取り

入れた衛生管理の実施や衛生管理計画の作成のため、令和元年度に作成した手

引書を活用しつつ、指定団体と連携し、適宜支援等を行った。 

 

エ 指定団体担当者会議及び生乳検査施設の技術者等における情報交換会を開

催し、生乳生産・検査・流通段階における課題・懸案事項等についての情報交

換や協議を行った。 

また、北海道大学の調査研究「生乳の異常風味発生に対する対策事業（ＪＲ

Ａ畜産振興事業）」に協力し、６月に北海道大学研究者による研究事業報告説

明会を開催した。さらに、北海道大学が令和３年度から３ヵ年計画で実施す

る「酪農家飼養環境及びバルク乳成分調査事業（ＪＲＡ畜産振興事業）」に協

力し、バルク乳および飼養環境調査を実施した。 

 

オ 万一、国内でＢＳＥ等が発生した場合に、国に対する再建支援対策の速やか

な再整備要請とともに、必要に応じ指定団体から互助基金への拠出を求め、発

生現場等への経営再建支援策等を講ずることとしているが、令和３年度にＢＳ

Ｅ疑似患畜は発生せず、互助基金対応としている定期的検査においても、拠出

を求める事態は発生しなかった。 
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（３）情報の収集、提供及び機関誌の発行 

① 情報の収集及び提供 

酪農関係者等に対して、本会議が入手・取りまとめ・分析等を行った最新の酪

農関連情報を適時、適切に発信し、現在の酪農情勢や生乳流通の実態・課題等に

ついての情報提供に努めた。 

また、補助事業実施要領等の掲出などもホームページを通じた告知を行い、広

く酪農家並びに会員組織への情報提供を行った。 

 

② 機関誌の発行 

本会議の事業実施状況や、酪農を取り巻く国内外の情勢、酪農政策・制度等

に関する正確な情報について、指定団体及び会員県連・農協を対象とする「中

酪情報」を年６回発行した。 

 

 

２ 酪農・国内牛乳乳製品理解促進広報事業 

（１）酪農就農支援事等業 

   機構の補助事業「酪農経営支援総合対策事業（地域の生産体制強化事業）」を活

用し、以下の事業を実施した。 

① 新規就農に係る関係者のプラットフォーム「酪農家になりたい」（ポータル・

ＷＥＢサイト）の構築。 

 

② 既に協業化した酪農家の実態や課題等を把握するための現地調査及び報告書

の取りまとめ。 

 

（２）中央情報発信事業 

① 酪農家（関係者）対応 

ア 国内酪農の理解者・応援団の拡大を図ると共に、酪農家を勇気づけるために、

酪農家等が既に取り込んでいる、持続可能な社会の実現に資する活動の情報等

について、我が国唯一の酪農・国産牛乳乳製品に関するオリジナル専門誌「ミ

ルククラブ」を通じ啓発・普及を行った。 

 

イ 日本農業新聞のＨＰにて、本会議ＨＰとリンクしたバナー広告を実施した。 

 

ウ 新補給金制度に対応した新たな契約や運用の法的課題に係る専門的対応等

を実施した。 

 

② 生活者対応 

ア 「ミルククラブ」を発行（４回）し、牧場や生産者組織関係者に加えて、閲
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覧実績の多い公共図書館や回読が期待される病院・料理教室等に配布した。コ

ロナ禍の情勢を踏まえ、ＷＥＢを活用した取材等の工夫や、年末期及び年度末

期の発行日を前倒ししたほか、掲載する情報について「レシピ」や「生乳需給

情報」の強化を行った。 

 

イ 量販店で生活者向け啓発冊子「ミルククラブ特別版」を配布（２回・ミルク

クラブとの合併号として発行）した。 

 

ウ 年末年始及び年度末時期に、処理不可能乳が発生する可能性がある危機的な

生乳需給状況を踏まえ、お笑い芸人「ミルクボーイ」を起用した新聞広告及び

それに連動した動画広告を作成。全国紙やＹｏｕＴｕｂｅ等で展開し、当該時

期における酪農の応援を消費を消費者に訴えた。 

 

  エ コロナ禍における需給状況を踏まえ、牛乳好きの増加や牛乳の消費喚起に資

するよう、牛乳や酪農をテーマにした映画「ミルクのケビンＴＨＥ ＭＯＶＩ

Ｅ」のオンライン上映会を実施した。 

 

オ 指定団体、全国連、行政等が実施するイベントに、ツールを提供する等して

協力・協賛した。 

 

カ 不需要期における関係団体の取組を紹介するページや、応援消費のお礼のメ

ッセージデータを作成し、それに繋がるＰＲバナーを本会議ＨＰに掲出した。 

 

（３）地域実践支援事業 

① 国内酪農業の価値向上につなげるため、ファシリテーターが「酪農を通して

食やしごと、いのちの学びを支援する」を目的に学校や教育現場等と連携しな

がら行う社会貢献活動である「酪農教育ファーム活動」を推進した。 

活動の推進に際しては、飼養衛生管理基準の順守及び感染症防疫マニュアル

並びにコロナ禍であることを踏まえて令和２年度に作成した「新型コロナウイ

ルスを想定した消費者交流活動に係る感染予防ガイドライン」に即した現場で

の取組を徹底した。なお、感染症防疫マニュアルは令和３年度に改正された飼

養衛生管理基準の内容等を踏まえて改訂した。各種研修会や会合はＷＥＢに切

り替えて実施し、参加酪農家等に対しては最近の酪農情勢についても説明を行

った。 

各地域と連携を図りながら、認証の募集、審査、スキルアップ研修会や認証

研修会の開催等、制度の適切な運用に努めた。１０牧場／４３名が新規に認証

を取得したが、廃業や退職等により３６牧場／１０３名が減少した結果、年度
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末には２６１牧場（前年差２６牧場減）／５４０名（前年差６０名減）となっ

た。 

また、専門紙への広報等を通じて活動の実践者の拡大を図ると共に、機関誌

「感動通信」（４回）やＨＰ、Ｆａｃｅｂｏｏｋ公式ページを通じ各種情報を発

信した。 

さらに、牛乳の栄養、乳牛、酪農家の仕事や酪農家を助ける仕事などの内容

を５本のシリーズにまとめた小学校向け動画を制作し、ＹｏｕＴｕｂｅに掲載

した。 

 

② 酪農が地域で存続していくため、酪農家自ら実践する牧場を核にした「酪農

教育ファーム活動」等の消費者コミュニケーション活動や、酪農家が震災地域

の児童等と交流活動を行う復興支援活動、地域の後継者世代の酪農家同士や、

酪農家と就農を希望する又は酪農に関心を示す学生等との交流活動等を推進し

ている地域交流牧場全国連絡会（会員数３０８、前年差６会員減）の活動を支

援した。 

 

（４）ＷＥＢを活用した情報発信等 

酪農・乳業関係者や消費者に対し、本会議が入手・取りまとめ・分析等を行っ

た各種情報を、以下の媒体により発信し、理解醸成・活動支援を実施した。 

 

① ホームページ 

各事業の活動報告や関連資料、用途別販売実績等の統計資料を掲載するととも

に、定期刊行物（「中酪情報」「ミルククラブ」「感動通信」等）や製作物（「メデ

ィア掲載広告」等）をデータにて掲載した。 

 

② メールマガジン 

登録した生活者や酪農関係者等に対し、最新の業界ニュースや本会議からのお

知らせ等を記載したメールマガジンを月３回発行した。 

 

 ③ 業界紙等による広報 

日本農業新聞や月刊ＪＡ等に本会議酪農理解醸成活動に係る広告を出稿した。 

 

（５）国産ナチュラルチーズの振興 

酪農家ブランドの国産乳製品の品質向上、新たな販路の拡大等のため、第１３

回 ＡＬＬ ＪＡＰＡＮ ナチュラルチーズコンテストを開催（平成９年度から隔

年で開催）した。 

なお、事業の実施に当たり、機構の畜産業振興事業を活用し、事業の円滑な実

施を図った。 
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（６）災害対応事業 

生活者への理解醸成を図る上で、生乳が安定供給されていることが前提となる

ことから、多発する自然災害による被災からの迅速な回復に資する取り組みを後

押しする必要がある。このため、予め、理解醸成事業の事業費の一部（２年度の

賦課金繰り越し分及び３年度の予算からの充当分）を積み立て、激甚災害で被災

した酪農家に対する見舞金を指定団体に対して約２８万円支払った。 

 

（７）放射性物質・風評被害対策 

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原発事故に伴い、流通から国の基準を大

幅に下回る生乳を求められるなか、風評被害等による国産牛乳乳製品の需要低下

や生乳需給の混乱を回避するため、飼養管理改善等に資する生乳自主検査への支

援を継続し、東北地域に対し約４．６百万円の助成を行った。 

 

 

３ 牛乳定着化・地域支援事業 

平成２２年度から実施の「ＭＩＬＫ ＪＡＰＡＮ」運動の基本的なコンセプト（ス

ローガン：牛乳が日本を元気にする、メインターゲット：母親、訴求テーマ：ＪＡ

ＰＡＮ ＭＩＬＫ（＝国産牛乳））や、「牛乳の日・牛乳月間」等の統一的重点時期

等において、指定団体が生産現場に近い強みを活かして独自に展開する活動を支援

することにより、国内酪農の理解者と応援者の拡大等を図った。 

具体的には、オリジナルキャラクターや過去のコンテンツ等も活用しながら、以

下の取り組みを実施した。 

 

（１）ＷＥＢによる情報発信 

既存のＷＥＢサイトやＦａｃｅｂｏｏｋ、Ｉｎｓｔａｇｒａｍに加え、新たに

Ｔｗｉｔｔｅｒを活用し、中央情報発信事業と連動した酪農業への理解・応援獲

得のための情報発信を実施した。キャラクターを用いた柔らかいタッチで、基礎

的な情報やレシピのほか、子育てを行う母親等に元気や安心を与え、共感を得ら

れるようなコンテンツの作成や生活者へのプレゼント企画の実施等、恒常的な情

報発信による拡散を図り、地域における理解醸成活動の後押しを行った。 

 

（２）共通ツールの作成・配布 

地域で活用できる酪農理解醸成のための共通ツール等を制作・提供し、全国一

体的な展開に繋げた。 

 

（３）企業コラボ等の実施 

キャラクターやロゴを活用した牛乳パック側面広告など他企業とのコラボ展

開等についても継続実施した。 
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４ 理解促進地域広報事業 

地域の実態に即した広報活動（理解醸成活動、牛乳定着化事業、酪農教育ファ

ーム活動の推進、指定団体が自ら行う酪農家に対する指定団体の役割等の啓発、

指定団体が酪農家等に対して行なう生乳の特性や風味の安定した生乳生産に係る

適切な飼養管理等に係る研修会・勉強会、牛乳等冬季需給対応事業への充当、指

定団体独自の牛乳等無償提供の取組等）を実施できるよう、本会議より指定団体

に約１．６９億円の助成を行った。 

 

 

５ 牛乳等冬季需給対応事業 

年末・年始及び年度末の不需要期において、コロナ禍において生乳生産が増産基

調のなか、業務用需要の減少などの影響が残り、脱脂粉乳やバター在庫の積み増し

が進む状況等を踏まえ、指定団体が牛乳等を買い上げ、既存の需要に競合しない施

設等に無償提供する取組に対し約８３百万円の助成を行った。 

 

 

６ 酪農経営支援総合対策事業等 

（１）畜産・酪農生産力強化対策事業 

中畜からの補助により酪農経営改善対策事業を実施し、農協又は農協連等が行

う、性判別精液・受精卵の利用経費について補助を行った。全国１５３団体（北

海道８３団体、都府県７０団体）に対し７．５億円の補助金を支払い、生乳生産

基盤対策を行った。 

 

（２）畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業 

中畜からの補助により生乳生産基盤拡大加速化事業を実施し、都府県の中小酪

農経営の乳用牛の増頭に対し奨励金を交付した。都府県の取組主体７３団体への

奨励金等の額は５．７億円となった。 

 

（３）酪農経営支援総合対策事業 

① 中小酪農経営等生産基盤維持・強化対策事業 

中小酪農経営等を対象に、生産現場での飼養環境改善や暑熱対策等により需要

期への対応を図るため、全国２８１団体（北海道１１６団体、都府県１６５団体）

の生産者集団、農協、農協連等に補助金交付決定を行い以下の取組を推進した。

３年度末までの機構補助金の支払額は９．７億円となった。 

 

ア 牛舎改築を行うための資材、カーフハッチ及び子牛の事故防止のための機器

の共同購入・貸付・リース、簡易牛舎等及び哺乳ロボットの整備を行う後継牛

確保対策の推進 
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イ 増頭に必要な牛舎の空きスペースにおける簡易な整理等に係る資材の共同

購入・貸付・リース 

ウ つなぎ牛舎の改良のための牛床延長や既存繋留具等の改良に必要な資材の

共同購入・貸付・リース 

エ 畜舎の環境改善を行う場合の飼養管理資材の共同購入・貸付・リース 

オ 暑熱対策技術向上に係る研修会の開催及び資材・機器等の共同購入・貸付・

リース 

カ 削蹄、乳房炎治療等の実施による乳用牛の供用期間の延長支援 

キ 酪農後継者に対するホルスタインの初妊牛の導入、牛舎改築を行うための資

材の共同購入・貸付・リース及び簡易牛舎等の整備を行う後継者の経営基盤の

強化対策 

ク 生乳出荷を中止又は経営規模を大幅に縮小する酪農経営等が飼養する乳用

牛の円滑な継承の推進並びに乳用育成牛の地域内流通の促進 

ケ 乳用育成牛の呼吸器系又は消化器系の疾病を予防するためのワクチン接種 

 

北海道での事業実施に当たっては、ホクレン農業協同組合連合会に会員農協か

らの申請書類等の取り纏め等を委託した。 

なお、２年度事業は３年７月に全ての精算払が完了し、最終的な実績は全国

２６９団体、補助金額１７．９億円となった。 

 

② 生乳流通体制合理化推進事業 

生乳流通コストの削減を通じ酪農経営の収益性の改善を図るため、全国１１

団体（北海道８団体、都府県３団体）に補助金交付決定を行い、大型タンクロ

ーリー及び生乳検査機器等のリース導入、貯乳施設の減用化・補改修等の取組

を支援した。３年度末までの機構補助金の支払額は２億円となった。 

３年度についても新型コロナウイルスのため事業実施期間内の機器導入が完

了していない団体に対し、事業実績報告書の提出期限を延長し、実績報告の整

った団体から精算払を行うこととした。 

なお、昨年に繰越手続きをした２年度事業は３年１２月に全ての精算払が完

了し、最終的な実績は全国２７団体、補助金額３．８億円となった。 

 

③ 生乳生産者需要確保事業 

消費者等に対して理解醸成活動等を行うことにより、国産牛乳乳製品消費の維

持、定着を図るために、酪農・国産牛乳乳製品理解促進広報事業の取り組みの一

部を実施した。また、指定団体が行う理解醸成活動に対して、１９百万円の補助

を行った。 
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④ 地域の生産体制強化事業 

酪農経営の担い手確保を推進するため、新規就農に関わる関係者のプラット

フォームを構築した。 

また、既存の酪農経営体の協業化による新事業体の創出を支援するため、学

識経験者と共に現地調査を行い、報告書を取りまとめた。 

 

（４）和牛遺伝資源流通防止対策緊急支援事業（和牛受精卵移植支援） 

農協又は農協連等が行う、①和牛受精卵を採卵する取組、②和牛受精卵を移植

する取組に要する経費を補助した。全国１５８団体（北海道８０団体、都府県７

８団体）に対し１０．６億円の補助金を支払い、酪農経営の収益向上の支援を行

った。 

 

（５）畜産経営災害総合対策緊急支援事業 

酪農経営災害緊急支援対策事業を実施し、全国６４団体（北海道２２団体、

都府県４２団体）に補助金交付決定を行い、令和３年度に発生した冬期の大

雪、福島県沖を震源とする地震で被災した酪農家の経営継続支援と、「搾乳継続

計画」に基づく酪農家の非常用電源等の整備等の取組を支援した。３年度末ま

での機構補助金の支払額は６．３千万円となった。 

本事業についても、新型コロナウイルスにより事業実施期間内の機器導入が

完了していない団体について、事業実績報告書の提出期限を延長し、実績報告

の整った団体から精算払を行うこととした。 

なお、昨年に繰越手続きをした２年度事業は３年１０月に全ての精算払が完了

し、最終的な実績は全国１０４団体、補助金額６．６億円となった。 

 

（６）新型コロナウイルス感染症の発生畜産農場等における経営継続対策事業 

発生農場酪農経営継続支援対策事業を実施し、新型コロナウイルスの感染によ

り従事者が一定期間隔離された酪農経営の継続の支援のため、１０団体に対し酪

農ヘルパーの派遣、乳牛の緊急避難、農場内の消毒等の経費２百万円の補助を行

った。 

 

（７）国産チーズ生産奨励事業 

生乳を自らチーズに加工・販売している酪農家及び直接チーズ向け生乳として

販売している酪農家に対し奨励金を交付した。 

奨励金は、必要な要件（記帳・記録の実施等の７つの取組を実施）及び乳質基

準（無脂乳固形分率等）を満たしたチーズ向け生乳数量に対して１１円/㎏、ま

た、追加的な取組（特色あるチーズ生産の取組に+２円/kg、輸出の取組に+１円

/kg）、さらにチーズ向け生乳の増加分が要件を満たす場合に+２０円/kg の奨励

金を、該当する酪農家に対して上乗し交付した。 
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（８）国産チーズ競争力強化支援対策事業 

国産ナチュラルチーズの製造技術を習得するため、国内のチーズ製造技術者が、

自工房以外のチーズ工房等において１カ月以上の長期研修を行うための研修費

等を支援した。 

また、酪農家ブランドの国産乳製品の品質向上、新たな販路の拡大等のため、

第１３回 ＡＬＬ ＪＡＰＡＮ ナチュラルチーズコンテストを開催（審査：１０

月２７日～２８日・ホテルメトロポリタンエドモント、表彰式：１１月９日・Ｕ

ＤＸシアター、出品数：９６社２２４作品）した。さらに、平成３０年度国産乳

製品等競争力強化事業のうち国産チーズ競争力強化支援対策事業により実施し

た海外長期研修の報告を併せて開催した。なお、新型コロナウイルス感染症対策

として、無観客にて開催した審査のダイジェストや、結果発表・表彰式をオンラ

インにてライブ配信した。 
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第３ 人  事 

 

１ 役  員 

令和３年９月３０日開催の臨時会員総会において、次のとおり選任が行われた。 

 

役 

職 

新  任 前  任 

理 

事 

全国酪農業協同組合連合会 

代表理事会長  隈部 洋 

全国酪農業協同組合連合会 

代表理事会長  砂金 甚太郎  

理 

事 

北陸酪農業協同組合連合会 

代表理事会長  藤田 毅 

北陸酪農業協同組合連合会 

代表理事会長  井上 久 

理 

事 

中国生乳販売農業協同組合連合会 

代表理事会長  長恒 泰治 

中国生乳販売農業協同組合連合会 

代表理事会長  岡田 穂積 

理 

事 

九州生乳販売農業協同組合連合会 

代表理事会長  中村 隆馬 

九州生乳販売農業協同組合連合会 

代表理事会長  隈部 洋 

 

 

２ 職  員 

令和２年度末及び令和３年度末における職員数は、次のとおりである。 

 

区 分  職 員 数 備  考 

令和２年度末 中央酪農会議事務所勤務 

 

 

他団体への出向 

 

２５ 

 

 

１ 

うち 

 正職員 １３ 

 嘱託職員 ８ 

 派遣職員 ２ 

 出向受入 ２ 

 

令和３年度末 中央酪農会議事務所勤務 

 

 

他団体への出向 

 

２４ 

 

 

１ 

うち 

 正職員 １３ 

 嘱託職員 ７ 

 派遣職員 ３ 

 出向受入 １ 

 

※令和２年度、３年度は独立行政法人農畜産業振興機構からの出向受入。 
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第４ 主な処理事項 

 

年 月 日 処　　　理　　　事　　　項

3． 4． 6 第1回生乳需給の情報共有会議

4． 13 国産チーズ生産奨励事業乳質向上計画策定会議

4． 21 第1回指定団体・全国連実務責任者会議

4． 27 令和3年度生乳需要確保事業に係る担当者会議

5． 6 第2回生乳需給の情報共有会議

5． 11 需給安定化対策担当者会議

5． 18 第2回指定団体・全国連実務責任者会議

5． 26 会計士監査

6． 4 第3回生乳需給の情報共有会議

6． 8 生乳の風味に関する研究事業報告オンライン説明会（Jミルク共催）

6． 9 生乳の風味に関する研究事業報告オンライン説明会（Jミルク共催）

6． 10 第374回理事会（書面）

　　（1）令和３年度定時会員総会の招集及び附議事項に関する件

6． 14 第3回指定団体・全国連実務責任者会議

6． 23 第1回生乳の安全・安心の確保のための指定団体担当者会議

6． 25 定時会員総会

（1）令和２年度（第59年度）事業報告・決算に関する件

（2）任期満了に伴う役員の選任に関する件

〃 第375回理事会

（1）会長、副会長並びに専務理事の互選に関する件

（2）中長期的視点に立った今後の指定生乳生産者団体の方向性に関する件

7． 7 持続的な畜産物生産の在り方検討会の中間とりまとめ等に関する研修会

7． 8 第4回生乳需給の情報共有会議

8． 3 第5回生乳需給の情報共有会議

8． 5 地域の生産体制強化事業に係る第1回検討会議

8． 18 第4回指定団体・全国連実務責任者会議

9． 3 第6回生乳需給の情報共有会議

〃 インボイス制度対応のための担当者会議

9． 7 酪農教育ファームスキルアップ研修会

9． 15 第5回指定団体・全国連実務責任者会議

9． 21 生乳需給等に関する情報交換会

9． 24 チーズ工房等における国内長期研修事業に係る選考委員会

9． 30 第376回理事会

（1）令和３年度臨時会員総会附議事項に関する件

〃 令和３年度臨時会員総会

（1）役員の補欠選任に関する件
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年 月 日 処　　　理　　　事　　　項

9． 30 第377回理事会

（1）副会長の互選に関する件

10． 4 第7回生乳需給の情報共有会議

10． 5 酪農教育ファームスキルアップ研修会

10． 8 第1回指定団体等職員実務能力向上研修会

10． 14 酪農教育ファームスキルアップ研修会

10． 20 第6回指定団体・全国連実務責任者会議

10． 22 第2回指定団体等職員実務能力向上研修会

10． 23 酪農教育ファームス実践研究会

10． 27 第13回ナチュラルチーズコンテスト（～28日）

10． 29 酪農教育ファームスキルアップ研修会

11． 4 第3回指定団体等職員実務能力向上研修会

11． 5 第8回生乳需給の情報共有会議

〃 酪農教育ファームスキルアップ研修会

11． 9 第13回ナチュラルチーズコンテスト表彰式

11． 10 酪農教育ファームスキルアップ研修会

11． 17 第7回指定団体・全国連実務責任者会議

11． 19 酪農教育ファームスキルアップ研修会

11． 22 第378回理事会

（1）酪農経営・生乳需給に係る当面の対応に関する件

11． 24 第4回指定団体等職員実務能力向上研修会

11． 29 第1回理解醸成担当者会議

12． 3 第5回指定団体等職員実務能力向上研修会

12． 8 第8回指定団体・全国連実務責任者会議

12． 13 酪農教育ファーム認証審査委員会

12． 15 生乳の安全安心の確保のための担当者会議

12． 17 第6回指定団体等職員実務能力向上研修会

12． 21 第9回生乳需給の情報共有会議

12． 27 地域の生産体制強化事業に係る第2回検討会議

4． 1． 5 第10回生乳需給の情報共有会議

1． 7 第7回指定団体等職員実務能力向上研修会

1． 19 第9回指定団体・全国連実務責任者会議

1． 21 第8回指定団体等職員実務能力向上研修会

1． 25 第11回生乳需給の情報共有会議
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年 月 日 処　　　理　　　事　　　項

2． 2 インボイス制度対応等のための担当者会議

2． 4 第9回指定団体等職員実務能力向上研修会

〃 第12回生乳需給の情報共有会議

2． 15 第13回生乳需給の情報共有会議

2． 17 生乳検査施設の技術者等による情報交換会

2． 18 第10回指定団体等職員実務能力向上研修会

〃 飼料関係の補助事業に関する勉強会

2． 22 第10回指定団体・全国連実務責任者会議

2． 25 Jミルク事業等に関する意見交換会

〃 第1回酪農教育ファーム認証研修会

3． 2 第379回理事会

（1）令和3年度補正予算に関する件

（2）臨時会員総会附議事項に関する件

（3）令和4年度常勤役員の報酬額に関する件

（4）令和4年度生乳需給安定化対策に関する件

〃 臨時会員総会

（1）令和4年度（第61年度）事業計画・収支予算に関する件

（2）令和4年度（第61年度）会費等の額及び徴収方法に関する件

（3）令和4年度役員報酬の額に関する件

3． 3 第2回酪農教育ファーム認証研修会

3． 4 第2回理解醸成担当者会議

3． 8 生乳の安全安心担当者会議

3． 10 第14回生乳需給の情報共有会議

3． 18 第1回酪農教育ファーム指定団体担当者会議

3． 22 生乳の安全安心確保のための全国協議会

3． 25 地域の生産体制強化事業に係る第3回検討会議

〃 第11回指定団体・全国連実務責任者会議

3． 30 第1回酪農教育ファーム推進委員会
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令和３年度財務諸表 
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(単位：円）
科　　　　　　　　　目 当年度 前年度 増減

Ⅰ 資 産 の 部

  １．流動資産

    (１) 現金預金

         現  金 208,558 646,452 ▲ 437,894

         普通預金 863,905,983 758,501,605 105,404,378

          現金預金合計 864,114,541 759,148,057 104,966,484

    (２) その他流動資産

         有価証券（消費・生産者） 69,474,714 69,461,318 13,396

         未収金 1,496,465,062 2,302,763,881 ▲ 806,298,819

         仮払金 460,480 651,630 ▲ 191,150

          その他流動資産合計 1,566,400,256 2,372,876,829 ▲ 806,476,573

          流動資産合計 2,430,514,797 3,132,024,886 ▲ 701,510,089

  ２．固定資産

    (１) その他固定資産

         普通預金(酪農安定) 55,327,908 55,327,440 468

         投資有価証券 6,840,245 6,838,926 1,319

         住宅資金貸付金 6,500,000 6,500,000 0

         建物 385,875 606,375 ▲ 220,500

         什器備品 578,380 243,000 335,380

         ソフトウェア 5,260,430 5,178,024 82,406

         敷　金 5,956,016 5,956,016 0

          その他固定資産合計 80,848,854 80,649,781 199,073

          固定資産合計 80,848,854 80,649,781 199,073

          資産合計 2,511,363,651 3,212,674,667 ▲ 701,311,016

Ⅱ 負 債 の 部

  １．流動負債

         未払金 1,746,125,998 2,514,492,731 ▲ 768,366,733

         預り金 44,759,624 50,110,824 ▲ 5,351,200

          流動負債合計 1,790,885,622 2,564,603,555 ▲ 773,717,933

  ２．固定負債

         役員退任慰労引当金 18,833,333 16,833,333 2,000,000

         退職給付引当金 112,823,800 103,487,500 9,336,300

         賞与引当金 8,402,205 8,118,910 283,295

          固定負債合計 140,059,338 128,439,743 11,619,595

          負債合計 1,930,944,960 2,693,043,298 ▲ 762,098,338

Ⅲ 正 味 財 産 の 部

  １．指定正味財産

          指定正味財産合計 0 0 0

  ２．一般正味財産 580,418,691 519,631,369 60,787,322

          正味財産合計 580,418,691 519,631,369 60,787,322

          負債 及び 正味財産合計 2,511,363,651 3,212,674,667 ▲ 701,311,016

貸　　借　　対　　照　　表
令和４年３月３１日現在
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(単位：円）
科目名

Ⅰ 資 産 の 部

  １．流動資産

    (１) 現金預金

         現  金 208,558

         普通預金 863,905,983

           農林中央金庫 218,450,821

           みずほ 645,455,162

          現金預金合計 864,114,541

    (２) その他流動資産

         有価証券（消費・生産者） 69,474,714

           みずほ信託（生産者） 62,076,653

           みずほ信託（消費拡大） 7,398,061

         未収金 1,496,465,062

　　　　　受取賦課金等 1,496,465,062

　　　　仮払金 460,480

          その他流動資産合計 1,566,400,256

          流動資産合計 2,430,514,797

  ２．固定資産

    (１) その他固定資産

         普通預金(酪農安定化対策等資金) 55,327,908

         投資有価証券（酪農安定化対策等資金） 6,840,245

         住宅資金貸付金 6,500,000

         建物 385,875

         什器備品 578,380

         ソフトウェア 5,260,430

         敷　金 5,956,016

          その他固定資産合計 80,848,854

          固定資産合計 80,848,854

          資産合計 2,511,363,651

Ⅱ 負 債 の 部

  １．流動負債

         未払金 1,746,125,998

         預り金 44,759,624

　　　　　源泉税等 44,759,624

          流動負債合計 1,790,885,622

  ２．固定負債

         役員退職慰労引当金 18,833,333

         退職給付引当金 112,823,800

         賞与引当金 8,402,205

          固定負債合計 140,059,338

          負債合計 1,930,944,960
Ⅲ 正味財産 580,418,691

財　産　目　録
令和４年３月３１日現在

金額
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(単位：円）
科　　　　　　　　　目 当年度 前年度 増減

Ⅰ 一般正味財産増減の部

    １． 経常増減の部

      (１) 経常収益

            受取会費 115,221,000 114,333,000 888,000

            受取補助金 4,514,136,110 7,585,762,411 ▲3,071,626,301 

            受取補助金返還金 8,323,592 2,297,926 6,025,666

            受取負担金 6,000,000 6,000,000 0

            受取賦課金 902,180,336 809,564,525 92,615,811

            雑収益 40,300,665 12,866,864 27,433,801

          経常収益計 5,586,161,703 8,530,824,726 ▲2,944,663,023 

      (２) 経常費用

        事業費

            役員報酬 4,484,133 4,453,217 30,916

            給料手当 89,458,541 91,382,137 ▲1,923,596 

            臨時雇用賃金 11,282,394 9,110,994 2,171,400

            退職給付引当費用 3,993,203 3,943,264 49,939

            福利厚生費 17,336,354 17,273,416 62,938

            会議開催費 188,383 48,720 139,663

            旅費 571,390 324,370 247,020

            交通費 3,150,962 3,231,233 ▲80,271 

            減価償却費（ソフトウェア） 854,850 980,074 ▲125,224 

            減価償却費（建物） 77,671 78,304 ▲633 

            減価償却費（什器備品） 85,597 103,553 ▲17,956 

            賞与引当繰入額 2,959,670 2,883,195 76,475

            賃借料 6,062,320 6,174,299 ▲111,979 

            印刷製本費 5,468,129 7,510,757 ▲2,042,628 

            通信運搬費 581,209 604,000 ▲22,791 

            諸謝金 2,784,067 1,658,500 1,125,567

            租税公課 18,279,000 15,517,200 2,761,800

            支払助成金 4,402,313,019 7,505,591,351 ▲3,103,278,332 

            賦課金返還額 94,637,160 212,498,418 ▲117,861,258 

            補助金返還額 8,119,758 2,297,926 5,821,832

            研修会開催費 1,529,800 318,288 1,211,512

            イベント開催・出展経費 9,843,570 0 9,843,570

            調査費 4,046,891 6,983,229 ▲2,936,338 

            委託費 86,168,476 79,920,172 6,248,304

            広報活動費 3,262,980 3,764,980 ▲502,000 

            支援ツール制作 26,725,267 24,517,967 2,207,300

            広告掲載費 110,275,000 39,359,100 70,915,900

            保管費 3,571,421 3,551,611 19,810

            支援システム・HP保守管理 70,503,836 53,548,465 16,955,371

            調査分析費 49,520 0 49,520

            地域活動費 251,917,993 259,389,488 ▲7,471,495 

            加工平準化・乳製品保管事業費 183,971,250 46,748,935 137,222,315

            雑費 468,185 439,340 28,845

          事業費計 5,425,021,999 8,404,206,503 ▲2,979,184,504 

正味財産増減計算書
令和３年４月１日から 令和４年３月３１日まで
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(単位：円）
科　　　　　　　　　目 当年度 前年度 増減

        管理費

            役員報酬 8,245,867 8,086,783 159,084

            給料手当 38,672,987 37,994,793 678,194

            退職給付引当費用 7,343,097 7,160,736 182,361

            退職給付費用 0 0

            福利厚生費 11,879,952 11,417,019 462,933

            会議開催費 1,386,929 323,578 1,063,351

            旅費 845,540 718,820 126,720

            交通費 1,216,764 1,532,787 ▲316,023 

            通信運搬費 1,882,422 2,050,559 ▲168,137 

            減価償却費（ソフトウェア） 1,571,982 1,779,758 ▲207,776 

            減価償却費（建物） 142,829 142,196 633

            減価償却費（什器備品） 157,403 188,047 ▲30,644 

            消耗什器備品費 136,796 114,950 21,846

            消耗品費 1,477,365 1,413,982 63,383

            賞与引当繰入額 5,442,535 5,235,715 206,820

            賃借料 11,147,993 11,212,166 ▲64,173 

            印刷製本費 676,091 784,568 ▲108,477 

            諸謝金 1,540,880 1,903,440 ▲362,560 

            租税公課 216,040 98,360 117,680

            支払負担金 1,020,000 1,020,000 0

            雑費 1,897,648 1,313,078 584,570

            調査費 3,046,631 1,327,876 1,718,755

            渉外費 404,631 449,089 ▲44,458 

          管理費計 100,352,382 96,268,300 4,084,082

          経常費用計 5,525,374,381 8,500,474,803 ▲2,975,100,422 

            当期経常増減額 60,787,322 30,349,923 30,437,399

    ２． 経常外増減の部

      (１) 経常外収益

          経常外収益計 0 0 0

      (２) 経常外費用

          経常外費用計 0 0 0

            当期経常外増減額 0 0 0

            税引前当期一般正味財産増減額 60,787,322 30,349,923 30,437,399

            当期一般正味財産増減額 60,787,322 30,349,923 30,437,399

            一般正味財産期首残高 519,631,369 489,281,446 30,349,923

            一般正味財産期末残高 580,418,691 519,631,369 60,787,322

Ⅱ 指定正味財産増減の部

            当期指定正味財産増減額 0 0 0

            指定正味財産期首残高 0 0 0

            指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ 正味財産期末残高 580,418,691 519,631,369 60,787,322
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法人会計
国内需給・基盤安

定化対策事業
（旧一般）

小計
R3畜産・酪農
生産力強化
対策事業

R3生産基盤拡大
加速化事業
（乳用牛）

R2中小酪農経営等
生産基盤維持・強

化対策事業

R3中小酪農経営等
生産基盤維持・強

化対策事業

Ⅰ 一般正味財産増減の部

    １． 経常増減の部

      (１) 経常収益

            受取会費 113,428,978 1,792,022 115,221,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            受取補助金 0 0 0 0 0 0 0 0 763,375,206 573,452,959 907,040,243 970,481,516

            受取補助金返還金 0 0 0 0 0 0 0 0 184,570 3,575,000 67,334 40,978

            受取負担金 6,000,000 0 6,000,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            受取賦課金 3,087,618 0 3,087,618 28,670,450 428,503,681 205,175,911 185,928,519 31,268,072 971,955 8,325 17,720 98,055

            雑収益 2,605,687 0 2,605,687 1,865,271 30,000,000 5,829,707 0 0 0 0 0 0

          経常収益計 125,122,283 1,792,022 126,914,305 30,535,721 458,503,681 211,005,618 185,928,519 31,268,072 764,531,731 577,036,284 907,125,297 970,620,549

      (２) 経常費用

        事業費

            役員報酬 0 0 0 0 4,484,133 0 0 0 0 0 0 0

            給料手当 0 0 0 2,221,021 21,030,513 0 0 0 6,903,149 5,759,223 0 25,102,308

            臨時雇用賃金 0 0 0 2,453,264 4,527,586 0 0 0 4,301,544 0 0 0

            退職給付引当費用 0 0 0 0 3,993,203 0 0 0 0 0 0 0

            福利厚生費 0 0 0 0 6,460,362 0 0 0 1,155,040 964,698 0 4,076,885

            会議開催費 0 4,850 4,850 156,224 25,389 0 0 0 0 0 0 0

            旅費 0 0 0 407,170 94,400 0 0 0 0 0 0 0

            交通費 0 0 0 0 661,681 0 0 0 197,061 186,259 0 1,107,507

            減価償却費（ソフトウェア） 0 0 0 0 854,850 0 0 0 0 0 0 0

            減価償却費（建物） 0 0 0 0 77,671 0 0 0 0 0 0 0

            減価償却費（什器備品） 0 0 0 0 85,597 0 0 0 0 0 0 0

            賞与引当繰入額 0 0 0 0 2,959,670 0 0 0 0 0 0 0

            賃借料 0 0 0 0 6,062,320 0 0 0 0 0 0 0

            印刷製本費 0 1,664,172 1,664,172 1,865,271 1,103,710 0 0 0 96,257 37,500 0 460,173

            通信運搬費 0 0 0 0 108,117 0 0 0 89,817 54,075 0 198,909

            諸謝金 0 123,000 123,000 168,500 2,046,335 0 0 0 0 0 0 0

            租税公課 0 0 0 0 18,259,000 0 0 0 10,000 0 0 0

            支払助成金 0 0 0 13,000,000 20,026,122 0 0 0 745,526,843 566,459,529 906,930,377 939,215,124

            賦課金返還額 0 0 0 1,470,906 90,000,000 0 3,166,254 0 0 0 0 0

            補助金返還額 0 0 0 0 0 0 0 0 48,070 3,575,000 0 40,978

            研修会開催費 0 0 0 50 1,529,750 0 0 0 0 0 0 0

          　イベント開催・出展経費 0 0 146,186 0 0 0 0 0 0 0

            調査費 0 0 0 257,400 3,789,491 0 0 0 0 0 0 0

            委託費 0 0 0 159,500 53,798,797 0 0 0 6,177,000 0 19,360 236,590

            広報活動費 0 0 0 0 3,262,980 0 0 0 0 0 0 0

            支援ツール制作 0 0 0 0 4,836,436 21,888,831 0 0 0 0 0 0

            広告掲載費 0 0 0 0 88,693,000 0 0 0 0 0 0 0

            保管費 0 0 0 0 3,571,421 0 0 0 0 0 0 0

            支援システム・HP保守管理 0 0 0 8,376,415 7,809,910 39,445,511 0 0 0 0 0 0

     　     調査分析費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            地域活動費 0 0 0 0 102,246,717 149,671,276 0 0 0 0 0 0

            　 加工平準化・乳製品保管事業費 0 0 0 0 0 0 182,762,265 1,208,985 0 0 0 0

            雑費 0 0 0 0 0 0 0 0 26,950 0 175,560 182,075

          事業費計 0 1,792,022 1,792,022 30,535,721 452,545,347 211,005,618 185,928,519 1,208,985 764,531,731 577,036,284 907,125,297 970,620,549

        管理費

            役員報酬 8,245,867 0 8,245,867 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            給料手当 38,672,987 0 38,672,987 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            退職給付引当費用 7,343,097 0 7,343,097 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            福利厚生費 11,879,952 0 11,879,952 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            会議開催費 1,386,929 0 1,386,929 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            旅費 845,540 0 845,540 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            交通費 1,216,764 0 1,216,764 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            通信運搬費 1,882,422 0 1,882,422 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            減価償却費（ソフトウェア） 1,571,982 0 1,571,982 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            減価償却費（建物） 142,829 0 142,829 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            減価償却費（什器備品） 157,403 0 157,403 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            消耗什器備品費 136,796 0 136,796 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            消耗品費 1,477,365 0 1,477,365 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            賞与引当繰入額 5,442,535 0 5,442,535 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            賃借料 11,147,993 0 11,147,993 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            印刷製本費 676,091 0 676,091 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            諸謝金 1,540,880 0 1,540,880 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            租税公課 216,040 0 216,040 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            支払負担金 1,020,000 0 1,020,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            雑費 1,897,648 0 1,897,648 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            調査費 3,046,631 0 3,046,631 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            渉外費 404,631 0 404,631 0 0 0 0 0 0 0 0 0

          管理費計 100,352,382 0 100,352,382 0 0 0 0 0 0 0 0 0

          経常費用計 100,352,382 1,792,022 102,144,404 30,535,721 452,545,347 211,005,618 185,928,519 1,208,985 764,531,731 577,036,284 907,125,297 970,620,549

            当期経常増減額 24,769,901 0 24,769,901 0 5,958,334 0 0 30,059,087 0 0 0 0

    ２． 経常外増減の部

      (１) 経常外収益

          経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

      (２) 経常外費用

          経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            税引前当期一般正味財産増減額 24,769,901 0 24,769,901 0 5,958,334 0 0 30,059,087 0 0 0 0

            当期一般正味財産増減額 24,769,901 0 24,769,901 0 5,958,334 0 0 30,059,087 0 0 0 0

            一般正味財産期首残高 411,077,630 0 411,077,630 0 95,391,022 13,162,717 0 0 0 0 0 0

            一般正味財産期末残高 435,847,531 0 435,847,531 0 101,349,356 13,162,717 0 30,059,087 0 0 0 0

Ⅱ 指定正味財産増減の部 0

            当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            指定正味財産期末残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Ⅲ 正味財産期末残高 435,847,531 0 435,847,531 0 101,349,356 13,162,717 0 30,059,087 0 0 0 0

科　　　　　　　　　目
広域生乳

流通合理化
（一銭）

酪農理解
醸成事業

牛乳消費
促進対策事業

不需要期乳製
品保管支援緊
急対策事業

加工リスク平準
化緊急対策事

業

正　味　財　産　増　減　計　算　書　内　訳　表
令和３年４月１日から 令和４年３月３１日まで
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(単位：円）

R2生乳流通体
制合理化推進

事業

R3生乳流通体
制合理化推進

事業

R2災害緊急支
援対策事業

R3災害緊急支
援対策事業

R3生乳生産者
需要確保事業

R3地域の生産
体制強化事業

R3発生農場酪
農経営継続支
援対策事業

R3和牛受精卵
移植支援事業

R2国産チーズ
生産奨励事業

R3国産チーズ
生産奨励事業

R3国産チーズ
競争力強化支
援対策事業

小計

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 115,221,000

259,785,596 202,842,205 522,875,708 75,376,796 31,717,117 14,436,697 2,002,707 149,478,308 13,392,859 918,172 26,960,021 4,514,136,110 0 4,514,136,110

0 1,650,589 0 2,805,121 0 0 0 0 0 0 0 8,323,592 0 8,323,592

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6,000,000

0 2,250 4,720 10,418 14,186,171 1,372,560 0 439,275 0 4,307 2,430,329 19,546,085 0 902,180,336

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 40,300,665

259,785,596 204,495,044 522,880,428 78,192,335 45,903,288 15,809,257 2,002,707 149,917,583 13,392,859 922,479 29,390,350 4,542,005,787 0 5,586,161,703

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,484,133

0 4,488,647 0 10,251,391 923,265 578,166 0 9,453,832 0 740,456 2,006,570 66,207,007 0 89,458,541

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,301,544 0 11,282,394

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3,993,203

0 747,439 0 1,649,167 154,417 91,556 0 1,591,598 0 119,948 325,244 10,875,992 0 17,336,354

0 0 0 0 0 0 0 0 0 960 960 1,920 0 188,383

0 0 0 0 0 69,820 0 0 0 0 0 69,820 0 571,390

0 161,614 0 298,242 17,768 9,778 0 452,470 0 10,796 47,786 2,489,281 0 3,150,962

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 854,850

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 77,671

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 85,597

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,959,670

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6,062,320

0 18,787 0 66,249 152 41,250 0 0 0 31,111 83,497 834,976 0 5,468,129

0 5,968 0 25,679 1,228 0 0 0 0 15,308 82,108 473,092 0 581,209

0 0 0 0 0 97,167 0 0 0 3,900 345,165 446,232 0 2,784,067

0 0 0 0 0 0 0 10,000 0 0 0 20,000 0 18,279,000

259,785,596 197,422,000 522,828,508 63,073,826 18,798,709 0 2,002,707 133,577,663 13,392,859 0 273,156 4,369,286,897 0 4,402,313,019

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 94,637,160

0 1,650,589 0 2,805,121 0 0 0 0 0 0 0 8,119,758 0 8,119,758

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,529,800

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9,697,384 9,697,384 0 9,843,570

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,046,891

0 0 0 0 4,425,749 0 0 4,823,000 0 0 16,528,480 32,210,179 0 86,168,476

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3,262,980

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 26,725,267

0 0 0 0 21,582,000 0 0 0 0 0 0 21,582,000 0 110,275,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3,571,421

0 0 0 0 0 14,872,000 0 0 0 0 0 14,872,000 0 70,503,836

0 0 0 0 0 49,520 0 0 0 0 0 49,520 0 49,520

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 251,917,993

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 183,971,250

0 0 51,920 22,660 0 0 0 9,020 0 0 0 468,185 0 468,185

259,785,596 204,495,044 522,880,428 78,192,335 45,903,288 15,809,257 2,002,707 149,917,583 13,392,859 922,479 29,390,350 4,542,005,787 0 5,425,021,999

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8,245,867

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 38,672,987

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7,343,097

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 11,879,952

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,386,929

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 845,540

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,216,764

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,882,422

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,571,982

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 142,829

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 157,403

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 136,796

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,477,365

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5,442,535

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 11,147,993

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 676,091

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,540,880

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 216,040

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,020,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,897,648

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3,046,631

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 404,631

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 100,352,382

259,785,596 204,495,044 522,880,428 78,192,335 45,903,288 15,809,257 2,002,707 149,917,583 13,392,859 922,479 29,390,350 4,542,005,787 0 5,525,374,381

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 60,787,322

0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 60,787,322

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 60,787,322

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 519,631,369

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 580,418,691

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 580,418,691

内部
取引
消去

合計
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財務諸表に対する注記 

 

１．重要な会計方針 

  重要な会計方針は次のとおりである。 

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法 

  原価法によって計上している。 

（２） 固定資産の減価償却の方法 

  定額法を採用している。 

（３） 引当金の計上基準 

  退職給付引当金・・・・職員の退職給与の支給に備えるため、自己都合期末要支給額に 

             相当する金額を計上している。 

  役員退任慰労引当金・・役員の退任慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支 

             給額を計上している。 

  賞与引当金・・・・・・職員の賞与の支給に備えるため、期末要支給額に相当する金額 

             を計上している。   

（４） 消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 
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２．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

  補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

  

(単位：円）

補助金等の
名称

交付者
前期末
残高

当期増加額 当期減少額
当期末
残高

貸借対照
表上の記
載区分

補助金

R3畜産・酪農生産力強化

対策事業
（公社）中央畜産会 0 763,375,206 763,375,206 0

R3生産基盤拡大加速化事
業（乳用牛）

（公社）中央畜産会 0 573,452,959 573,452,959 0

R2中小酪農経営等生産基
盤維持・強化対策事業

（独）農畜産業振興機構 0 907,040,243 907,040,243 0

R3中小酪農経営等生産基

盤維持・強化対策事業
（独）農畜産業振興機構 0 970,481,516 970,481,516 0

R2生乳流通体制合理化推

進事業
（独）農畜産業振興機構 0 259,785,596 259,785,596 0

R3生乳流通体制合理化推
進事業

（独）農畜産業振興機構 0 202,842,205 202,842,205 0

R2酪農経営災害緊急支援

対策事業
（独）農畜産業振興機構 0 522,875,708 522,875,708 0

R3酪農経営災害緊急支援
対策事業

（独）農畜産業振興機構 0 75,376,796 75,376,796 0

R3生乳需要基盤確保事業 （独）農畜産業振興機構 0 31,717,117 31,717,117 0

R3地域の生産体制強化事

業
（独）農畜産業振興機構 0 14,436,697 14,436,697 0

R3発生農場酪農経営継続
支援対策事業

（独）農畜産業振興機構 0 2,002,707 2,002,707 0

R3和牛受精卵移植支援事

業
（独）農畜産業振興機構 0 149,478,308 149,478,308 0

R2国産チーズ生産奨励事
業

（独）農畜産業振興機構 0 13,392,859 13,392,859 0

R3国産チーズ生産奨励事

業
（独）農畜産業振興機構 0 918,172 918,172 0

R3国産チーズ競争力強化

支援対策事業
（独）農畜産業振興機構 0 26,960,021 26,960,021 0

合計 0 4,514,136,110 4,514,136,110 0

(単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

2,205,000 1,819,125 385,875

2,036,380 1,458,000 578,380

13,799,160 8,538,730 5,260,430

18,040,540 11,815,855 6,224,685

 ソフトウェア

合計

科目

建物

什器備品
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附属明細書 

 

１．引当金の明細 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(単位：円）

目的使用 その他

16,833,333 2,000,000 18,833,333

103,487,500 112,823,800 216,311,300

8,118,910 8,402,205 8,118,910 8,402,205

退職給付引当金

賞与引当金

期末残高科目 期首残高 当期増加額

当期減少額

役員退職慰労引当金
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